別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童保護費　　　
	事業名:地域療育システム支援事業費 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　基盤整備係　電話番号：058-272-1111（内2618）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,679千円（前年度予算額：2,224千円）

	要求内容


	１　要求の内容


【経緯】

	平成5年度　
平成6～7年度
平成8～9年度
平成10年度
平成13年度～
平成18年度～
平成20年度～
平成22年度～
	· 県立希望が丘学園の老朽化への対応と、総合的な早期療育機関としての機能不足解消を目的とした内部検討
· 内部関係者による検討会設置
· 療育センター構想検討委員会設置(H9.1)
· ｢障害児療育体系の構築に係る基本的な考え方｣を策定
· 各圏域の療育拠点機能の連携整備を目的に、地域療育システム検討会を設置開催（西濃・東濃・飛騨地域）
· 地域療育システム支援事業の開始
· 希望が丘学園の医師等スタッフを地域に派遣し技術的支援を実施
· スタッフ派遣地域を西濃・東濃・飛騨の３圏域から県下全域に拡大
· 市町村における地域療育システムの構築のため、積極的に取組む市町村に支援を充実
· 県内より7市町村を選定し、3年間かけて地域療育システム構築を支援


· 平成25年度については、あらたな対象市町村を選定し、2年間かけて地域療育システム構築を支援する。同時に、地域療育システムを県内各地へ波及させるための方策を構築する。
【目的】

· 障がいのある幼児（発達障がい、肢体不自由）の発達を支援する地域の保育士、療育職員、福祉施設職員の支援技術の向上のため、専門スタッフを地域へ派遣し、助言・指導を実施する。

· 地域で障がいのある幼児を支援することができるよう、地域療育システム（地域の医療機関、保育所、幼稚園、児童発達支援事業（センター）、学校間の連携支援体制）を構築する。

【内容】

Ⅰ　地域療育支援事業  
  積極的に支援体制を構築しようとする市町村に対し、支援技術向上及び連携構築のための助言・指導を行なう。

１　派遣事業

（１）専門療育相談（及び医師によるスーパーバイズ）
→医師（小児科医、整形外科医、精神科医）、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士を地域へ派遣し、地域の関係者に対し、療育方法や療育方針、個別の支援計画作成に関する助言及び指導を実施する。
（２）療育スタッフ支援                            

  　→地域の療育システム構築に意欲のある市町村の保育所に療法士を派遣し、保育所及び地域療育のスタッフに対し、療育の技術的な助言・指導を実施する。

（３）住宅改修支援事業

　　→専門スタッフを派遣し、肢体不自由児者が住宅改修等を行う場合の技術的な助言を実施する。

２　研修事業

（１）地域療育スタッフ養成研修会

　　→地域の１次療育機関等のスタッフを対象に、療育技術向上のための発達チェックリスト活用研修、個別の支援計画書作成研修会を実施する。
（２）療育専門技術研修

　　→各圏域の中核病院や療育機関等の療法士の中から毎年数名程度に、県立希望が丘学園での実地研修（年間１０日程度）を行うことにより、地域療育の指導的役割を担う人材を育成する（派遣元負担）
地域の医療機関等からの要請に応じて療法士を派遣し、技術指導を行う。

３　推進事業

（１）推進セミナー

　　→行政機関、療育機関等を対象に支援体制の整備推進に関する研修会を年１回実施する。

（２）「発達障がい支援マイスター」養成シリーズ研修

　　→療育スタッフ支援を行う市町村の担当者を対象に、療育システムの構築に向けた応用実践的な講義・実習を実施する。

Ⅱ　難聴児に対する専門的療育支援 　
· 難聴幼児通園施設の療育専門職（ST等）が在宅難聴児の居宅や通園している保育園、児童デイを訪問し、療育技術支援を実施する。
· 難聴幼児及び親に対し、外来療育指導を実施する。
	２　所要経費


（1） 地域療育支援事業　　    　　 1,329千円

（2） 難聴児に対する専門的療育支援　 350千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	2,224
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,224

	要求額
	1,679
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,679

	決定額
	1,679
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,679


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　障がいのある児童を支援するための体制整備に取り組む市町村に対し、希望が丘学園の訓練士等を派遣し、助言・指導を行う


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	セミナー・研修会回数

	（H  ）
	9
（H22）
	10
（H23）
	-
（H24）
	10
（H25）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　７市町村を対象に、個別の支援計画作成のための指導を行ったほか、養成のあった市町に訓練士が出向き、支援を行った。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　3年間の事業として７市町村を対象に取り組んできた事業の最終年を迎え、個別の支援計画作成のノウハウについての助言・指導を行った。
さらに、各市町村の支援体制を構築するうえで核となる人材の養成研修を行うことで、今後の市町村における支援体制の構築を担う人材の資質向上を図る事が出来た。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　市町村の地域療育システムの確立を図る上で、核となる支援ツールが普及しつつあるところであり、多くの市町村においてツールの定着を図ることが必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　具体的なツールを用いながら支援にあたる事で、支援が終了した後も市町村独自で取り組みが継続できるため、有効である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　支援対象市町村の希望のあった近隣市町村が同席するなどし、多くの市町村が支援の現場を見ることができ、効率的である。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　3年間の支援事業終了後、さらに個別支援計画作成のためのツールの普及を目指し、より多くの市町村が支援を受けられるような仕組みを検討していく必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　新たに支援の必要な市町村を選定し、個別支援計画作成のための支援を行っていくと同時に、その後の支援の在り方についての検討を行っていく。



